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介護保険サービス利用者の利用者負担額における軽減制度の誤運用について 
 

社会福祉法人が提供する介護保険サービスについて、低所得で生計が困難な方の利用者負担を軽減する「社会福祉法
人による利用者負担軽減制度」における高額介護サービス費第２段階該当者（＊）の取扱いについて、平成１８年４月
から、利用者負担額（１割負担分）を軽減対象外として扱うべきところ、本市の誤った運用により、８５名（利用事業

所：４５事業所）に対し、合計１，４８０万７，５２５円（平成１８年４月から令和８年５月までの給付実績）を誤っ
て軽減していたことが判明しましたので、御報告いたします。 
今後につきましては、対象者となる利用者及び社会福祉法人が運営する介護保険サービス事業所（以下、「事業所」

という。）に対して、謝罪及び経過説明を行い、対象者には「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」（以下、「確認証」
という。）の再発行、事業所には軽減がなされていた額に相当する額の支払い等を早急に進めるとともに、軽減を実施
した事業所に交付した軽減額の一部を補助する助成金について、消滅時効の範囲内である平成２８年度から令和７年

度分までの助成金額（合計１４８万３，０００円）の返還を求めてまいります。 
また、本事案を踏まえ事務手順の見直しを行い、令和８年１２月から全区共通のマニュアルに基づく適正な運用を行

うことで、再発防止に努めてまいります。 

 
 ＊介護保険サービスを利用した際の自己負担額が、所得に応じて定められた月額の上限を超えた場合に、その超過分を 

高額介護サービス費として支給する制度です。第２段階該当者の月額の上限は、単身世帯で１万５,０００円、同一 

世帯に介護保険サービス利用者がいる場合は、世帯全員が市町村民税非課税であれば、世帯全体で２万４,６００円 
となります。 

 

１ 制度の概要（「当該制度の流れ」は別紙のとおり） 
 社会福祉法人による利用者負担軽減制度において、軽減対象となる方については、利用者負担額、食費及び居住費が
軽減対象となり、対象者には毎年８月に確認証を送付しています。ただし、高額介護サービス費第２段階該当者が特定

のサービス（介護老人福祉施設等）を利用している場合は、高額介護サービス費による軽減が図られることから、平成
１７年１０月に施行された、国の「社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業実施要綱」において、「高額介護
サービス費第２段階該当者の利用者負担額を軽減対象外とできる」とされたことに伴い、本市では、平成１８年４月か

ら、当該利用者負担額を「軽減対象外」として運用することとしました。 
  また、軽減を実施した事業所を運営する社会福祉法人から、本市が翌年度初めに軽減実績の報告を受け、助成金の対 
象となる場合は、交付申請を受理し、軽減額の一部を本市より交付しています。 

  ※助成金の財源構成：国費５０％、県費２５％、市費２５％ 
 
２ 経過等 

  令和８年５月２８日（木） 令和８年１月２３日（金）に別事案となる高額サービス費の未支給について報道発 
表を行った際、他の介護給付事務についても、適正に事務処理が行われているか確 
認することとしており、本年８月から実施する確認証の年次更新を見据えて当該制 

度の運用状況を一部の区に確認したところ、利用者負担額を「軽減対象」とする誤 
った運用が認められたため、各区高齢・障害課（以下、「区」という。）に対して運
用状況の調査を実施した。 
 

令和８年６月１２日（金）   区に対する運用状況調査により、次のとおり判明した。 
 

 
 
 

 ※調査実施時点。その後、給付実績を基に調査を行った結果、誤った運用が全区に及ん  

でいたことが判明した。 

 
令和８年６月２６日（金）  業務システムの開発・保守担当業者（以下、「システム事業者」という。）に対し、

平成１８年４月から令和８年３月までの給付実績をもとに、利用者負担額の軽減が

行われていた対象者数等の一次調査を依頼した。 
 
令和８年７月 ８日（水）  システム事業者から一次調査の結果について、報告を受けた。 

 
令和８年７月１０日（金）  一次調査の結果を踏まえ、対象者数等について複数職員によるダブルチェックを行 

～８月１９日（水） い、事業所が軽減した額及び適正な助成額を算出した。 

運用区分 区 名 備 考 

利用者負担額を軽減対象外として運用 幸区、宮前区 正しい運用 

利用者負担額を軽減対象として運用 
川崎区、中原区、高津区、 

多摩区、麻生区 
誤った運用 



令和８年８月２１日（金）   令和８年４月から５月までの給付実績を追加した対象者数等について、システム事

業者に二次調査を依頼した。 
 
令和８年９月 ８日（火） システム事業者から二次調査の結果について、報告を受けた。 

   
令和８年９月 ９日（水） 二次調査の結果を踏まえ、対象者数等について複数職員によるダブルチェックを行 

     ～９月１８日（金） い、事業所が軽減した額及び適正な助成額を算出した。 

 
３ 影響 
（１）事業所が軽減した額（今後、本市から事業所を運営する社会福祉法人にお支払いする金額） 

期  間 平成１８年４月から令和８年５月までの給付実績 

対象者数 ８５名 

事業所数 ４５事業所（３４法人） 

誤った軽減額 １,４８０万７,５２５円 

※対象期間を令和８年１１月までとして、再度算出を行います。 
 

（２）返還を求める助成金額（国費及び県費含む）   

期  間 平成２８年度から令和７年度までの給付実績 

対象者数 ３０名 

事業所数 ６事業所（６法人） 

返還を求める 

助成金額 
１４８万３,０００円 

    ※返還対象期間は消滅時効である１０年間。 

 
４ 原因 
（１） 高額介護サービス費第２段階該当者の利用者負担額の軽減に係る市の統一的なマニュアルを整備しておらず、対

象者の確認証に、利用者負担額の一部が軽減対象外であることについて、確認証への記載等により対象者及び事
業所の双方に明示する事務手順となっていなかったこと。 

（２） 平成１８年４月以降の取り扱い変更について、区及び事業所に対し、継続的な周知が行われていなかったこと。 

 
５ 今後の対応 
  国家賠償法第１条第１項に基づき、誤って軽減された利用者負担額について、該当する社会福祉法人と示談を締結の

上、本市から直接支払うことといたします。 
また、利用者及び対象となる４５事業所（３４法人）に対して、謝罪及び経過説明を行うとともに、利用者に対して

は確認証の再発行を行います。 

なお、既に交付済の助成額と本来交付すべき助成額との差額が生じる場合は、当該差額について、事業所を運営する
社会福祉法人に返還を求めるとともに、国及び県に対して、国費及び県費の相当額について返還をいたします。 
さらに、本件の運用については、令和８年１２月から全市で適正な運用を開始できるよう是正を図ります。 

 
６ 再発防止策 
（１） 区における確認証交付時に、高額介護サービス費第２段階該当者の有無を複数人で確認し、該当者には「軽減対

象は居住費・食費のみ」であることを記載した確認証の発行を行います。また、該当者が利用する事業所に対し
ても、個別に通知を行うことで、利用者負担額の一部が軽減対象外であることについて確実に周知します。 

（２） 区において、確認証発行後に介護保険課と情報共有を行い、毎月対象者要件を確認するとともに、世帯異動等に

より、対象者要件に変更があった場合には、区で確認証の再発行を行う運用といたします。 
（３） 当該制度に係る事業所からの実績報告時に、軽減対象者だけでなく、高額介護サービス費第２段階該当者につい

ての軽減が適正に行われているか、介護保険課において確認し、適正な運用を徹底します。 

（４） 上記の点について、事務マニュアルに明記し、定期的に実施している研修等において、当該運用が風化すること
のないよう周知徹底を行うとともに、本件以外の介護給付事務についても、マニュアル等に基づく適正な運用が
行われているか、引き続き、事務の実施状況を確認いたします。 

 

 

 

 

 

 

（問合せ先） 
川崎市健康福祉局長寿社会部介護保険課 平野 
電話番号 ０４４－２００－２６４１ 

内  線 ３２６０１ 



 

 

 

 

社会福祉法人による利用者負担軽減制度の流れ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
① 社会福祉法人から介護保険課に対して、「社会福祉法人による利用者負担軽減申出書」により事業実施の申出を行い

ます。 
② 生計が困難なため利用料の支払が困難な被保険者が各区役所の介護保険担当窓口に対して「社会福祉法人利用者負担

軽減等確認申請書」により申請を行います。 
③ 各区役所の介護給付担当は被保険者の所得等の要件を確認の上、本事業の対象となる場合は被保険者に対して「社会

福祉法人による利用者負担軽減等対象確認証」（以下「確認証」といいます。）を交付します。 
④ 被保険者は社会福祉法人が運営するサービス提供事業所を利用する際に確認証を提示します。 
⑤ 確認証の提示を受けたサービス提供事業所は、確認証に記載された軽減率に応じて利用者負担（１割負担額・食費・

居住費等）の軽減を行い、軽減後の利用料を受領します。 
⑥ 年度ごとに２回、介護保険課が社会福祉法人に対して本事業に係る軽減額の調査を行います。 
⑦ 社会福祉法人は⑥の調査を受け、調査結果を介護保険課に報告します。 
⑧ 助成金の対象となる場合、社会福祉法人は年度末～翌年度初めに、介護保険課に対して助成金の申請を行います。 
⑨ 助成金の申請を受け、介護保険課は金額等を審査の上、社会福祉法人に対して５月中旬～下旬に助成金の支給を行い

ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 

事業所を運営する社会福祉法人 

健康福祉局介護保険課 区 

被保険者 
①
軽
減
申
出
書
の
提
出 

②
軽
減
認
定
の
申
請 

③
確
認
証
の
交
付 

④確認証の提示 

⑤確認証の軽減内容に応じ 
た利用料の請求・受領 

⑥
軽
減
額
の
調
査 

（
年
度
ご
と
に
２
回
） 

⑦
調
査
に
対
す
る
回
答 

⑧
助
成
金
の
申
請 

（
年
度
末
～
翌
年
度
初
め
） 

⑨
助
成
金
の
支
給 

（
５
月
ご
ろ
） 


